
事 業 報 告 書（概要） 
自 令和６年４月１日 

至 令和７年３月 31日 

 

１． 配合飼料価格差補てん事業 

 

  本協会業務方法書及び(一社)全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）との配合飼料価格差

補てん基本契約（令和3年4月1日～令和7年3月31日）に基づき、業務を行なった。 

 

（１）畜種別四半期別契約数量 

山梨県飼料荷受組合（10組合）を通じて締結した令和6年4月1日から令和7年3月31日までの配合

飼料価格差補てん数量契約は次のとおりである。 

                                 （単位：件・ｔ） 

畜 種 別 
加  入 

生産者数 

契 約 数 量 

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 計 

乳 用 牛 31 1,735 1,735 1,735 1,737 6,942 

肉 用 牛 20 1,065 1,063 1,096 1,047 4,271 

豚 8 1,220 1,202 1,286 1,213 4,921 

採 卵 鶏 8 3,021 2,998 2,928 3,006 11,953 

肉 用 鶏 3 2,222 2,182 2,693 2,171 9,268 

計 70 9,263 9,180 9,738 9,174 37,355 

 

（２）年度途中における契約変更の申請と承認 

  契約数量変更のため山梨県飼料荷受組合を通じて契約数量変更申請書が提出され、変更を承認

した。また、変更を承認した日の属する四半期の次の四半期以降の通常補てん積立金の納付を免

除した。 

               （単位：件・ｔ） 

畜 種 件数 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年 度 計 

乳用牛 1 0 0  △10 △10 △20 

 

(３）基金間移動の申請と確定 

   基金間移動の申請は無かった。 

 

 

 

 

 



（４）四半期別通常補てん積立金の徴収並びに納付 

山梨県飼料荷受組合を通じて、配合飼料価格差補てん基本契約並びに数量契約を締結した加入

者が負担する通常補てん積立金を徴収し、全日基へ納付する。 

（単位：ｔ・円）  

区   分 件数 契約数量 金   額 本協会納付期限 全日基納付日 

第 １ 四 半 期 70 9,263  7,410,400 4/26 4/30 

第 ２ 四 半 期 70 9,180  7,344,000 6/26 6/28 

第 ３ 四 半 期 69 9,728  7,782,400 9/26 9/30 

第 ４ 四 半 期 69 9,164 7,331,200 12/26 12/27 

合    計  37,335   29,868,000     

 

（５）別途納付金の徴収並びに納付 

  別途納付金の徴収は無かった。 

 

（６）価格差補てん金の受領及び加入者への交付 

価格差補てんの発動があり、山梨県飼料荷受組合より提出される該当する期間の加入者ごとの

購入数量実績を取りまとめ、全日基に報告し、価格差補てん金を全日基より受領し、加入者が指定

する口座に振り込み交付した。 

（単位：Kg・円） 

対 象 時 期 対象数量 種別 
ｔ当り 

単 価 
補てん金額 

全日基から 

の 受 領 日 

加入者への 

交 付 日 

R5年度 

第4四半期  

9,073,042 R5.第 1四半期継続 1,057 9,590,190 

R6.5. 15 R6.5.16 

22,279 R5.第 1四半期精算 1,057 23,548 

8,188,489 R5.第 2四半期継続 400 3,275,393 

2,854 R5.第 2四半期精算 400 5,279 

9,299,043 R5.第 3四半期継続 627 5,830,488 

2,000 R5.第 3四半期精算 627 1,254 

0 R5.第 4四半期継続 0 0 

0 R5.第 4四半期精算 0 0 

 合計  18,726,152 

R6年度 

第1四半期  

8,188,489 R5.第 2四半期継続 1,450 11,873,303 

R6.8.15 R6.8.16 0 R5.第 2四半期精算 1,450 0 

 合計  11,873,303 

合計 34,776,196 － － 30,599,455 － － 

 

 



２．畜産環境整備リース事業 

 

(財)畜産環境整備機構からの業務委託は無かった。   

 

３．肉豚経営安定対策事業 

 

 養豚生産の安定を図るため平均租収益が平均生産コストを下回った場合にその差額の8割を補 

填する制度であり、本協会では、希望する生産者との間で申請等事務委託契約を締結し、事業参 

加申込書の作成支援等の業務を行なった。 

 

４．その他の主な取り組み 

 

畜産・酪農の収益力強化整備等特別対策事業による畜舎の整備や省力化機械の導入、飼養規模の

拡大や飼育管理の改善、作業の効率化、省力化を図るための事業を支援している。 

 

５．管理・運営事項 

   

定時総会１回、理事会２回の開催、諸会議への参加 


